
市長公室　平成２６年度　局運営方針
１．主な現状と課題

市長・副市長のトップマネジメントを、スケジュール管理の効率化や意思決定
の最適化により補佐します。
市民意識が成熟し、市民の行政ニーズが複雑・多様化する中、情報発信・受信

による市民との良好な関係づくりが、重要性を増しており、施策に対する市民の
関心を高め、市民の理解・共感を得ることは、施策展開の円滑化と効率化のため
に不可欠となっています。
また、市民ニーズの多様化が進む中、市に寄せられる市民の声を一元管理し

て、市政への反映を図るとともに、市民の声の反映結果を分かりやすく市民に伝
えることが求められています。

（１）市民は、より多くの情報提供を期待し、効果的な媒体を求めています。

［市役所からの情報伝達度］（％） 全体1000s

＊ いずれも平成26年2月実施「インターネット市民意識調査」（さいたま市民1000s）。

［伝わりやすい広報の必要性］（％） 全体1000s

31.6

30.5

33.5

28.5

27.5

38.0

60.2

60.5

55.5

62.5

64.5

58.0

8.2

9.0

11.0

9.0

8.0

4.0

0 50 100

全体(1000)

【年齢】

20代(200)

30代(200)

40代(200)

50代(200)

60代(200)

伝わっている 伝わっていない わからない

37.4

27.0

40.5

38.5

32.5

48.5

48.6

54.5

43.0

48.5

53.5

43.5

0 20 40 60 80 100

全体(1000)

【年齢】

20代(200)

30代(200)

40代(200)

50代(200)

60代(200)

大いに必要 まあ必要

-1-



平成24年度に寄せられた市民の声
事業名 件数

わたしの提案 1,931件
644件

コールセンター 67,396件
タウンミーティング 543件

上記のうち、わたしの提案で、市民意見の一部又は全部が反映された件数
572件（29.6％）

各所管に直接寄せられた市民の声

陳情・要望等

―

（３）わたしの提案をはじめ様々な機会を通じ、市民の声が寄せられてい
ます。

（２）市民の感じるさいたま市の魅力は、「都心に近い」、「交通の便がよ
い」といった「日常生活や交通上の利便性」が上位であり、市の魅力を
市内外に発信し、市民の市に対する愛着や誇りを、さらに醸成していく
ことが必要です。

＊ 平成25年6月実施「さいたま市民意識調査」（さいたま市民2672s）。

［市民の感じるさいたま市の魅力］（％） 全体2672s
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２．基本方針・区分別主要事業

（１）市長・副市長の日程調整等秘書業務を行います。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 26年度 25年度 説明

1 秘書事務事業 14,525 13,981 市長・副市長のトップマネジメントをサポー

〔秘書課〕 (14,505) (13,961) トし、随行業務・日程管理等を効率的に実施

2 表彰事業 3,738 3,534 市政の振興発展に尽力し、功績のあった者を

〔秘書課〕 (3,738) (3,534) 称え、顕彰

3 市長交際費 3,000 3,000 市長が市を代表して外部との交渉を行うため

〔秘書課〕 (3,000) (3,000) の経費

（２）多様な情報発信媒体を活用します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 26年度 25年度 説明

4 行 市報さいたまの発行 153,463 150,742 市の施策や行事等の市政情報を掲載する広報

〔広報課〕 (143,164) (145,642) 紙を編集し、毎月1日に発行して、全世帯に配

布

5 公式ホームページの運 11,732 2,826 ホームページで市政情報や市の魅力等を発信

用 (4,676) (0)

〔広報課〕

6 テレビ広報番組の制作 34,242 33,410 テレビ広報番組「のびのびシティさいたま

〔広報課〕 (34,242) (33,410) 市」等を制作し、テレビ埼玉で放送するとと

もに過去放送分をインターネットで映像配信

7 情報発信の活性化 1,275 1,300 情報発信アドバイザー（非常勤職員）を設置

〔広報課〕 (1,275) (1,300) し、広報に関する助言・指導等を各所管に行

うことで情報発信を活性化

・市長・副市長のトップマネジメントを補佐します。

・情報発信を効率的・効果的に行い、市の施策や事業に対する市民の関心を高め、市民の理解・共感を得

るとともに、さいたま市の魅力を発信し、市内外にアピールしていきます。

・市民の声を一元管理して、市政への反映を図るとともに、反映結果を分かりやすく市民に伝えていきます。

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業　　倍 … しあわせ倍増プラン２０１３事業　　成 … 成長戦略事業
〔区分〕　行 … 行財政改革推進プラン２０１３事業
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（３）市民の声の市政への反映を進めます。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 26年度 25年度 説明

8 タウンミーティングの 501 779 市長と市民が直接対話する機会として開催

開催 (501) (779)

〔広聴課〕

9 行 市民の声データベース 30,694 26,343 市民の声を集約して市政への反映を図るため

の運用 (30,694) (26,343) のデータベースの運用及び機能拡張

〔広聴課〕

10 コールセンター運営業 76,635 104,090 本庁及び各区の代表電話とコールセンターを

務 (76,635) (104,090) 順次統合し、電話問合せ窓口の一本化を図る

〔広聴課〕 コールセンター運営業務

３．平成２６年度予算案における見直し事業一覧
（単位：千円）

課名 見直し事業名
見直しの理由及び内容

（代替事業等があれば記載）
コスト
削減額

広報課
催事情報システムの
見直し

提案型公共サービス公民連携制度により、事業を継
続することから、予算計上を廃止する
広告掲載による歳入が増額となる

△ 1,250

広聴課
パブリックコメント
委員会の廃止

パブリックコメント委員会は、制度の運用の中で、
実施機関が判断に迷う際、客観的な立場から意見を
述べる機関であるが、平成20年度以降は付議案件が
発生しなかったため開催実績がなく、また、委員会
を開催していない状況でも本制度が適正に運用され
ていることを踏まえ、平成25年7月1日付をもって当
委員会を廃止した

△ 51

広聴課
コールセンターＰＲ
用チラシの削減

区民課、公民館等の市有施設に配布依頼するコール
センターＰＲ用チラシの配布枚数を見直し、削減し
たことによる

△ 62

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業　　倍 … しあわせ倍増プラン２０１３事業　　成 … 成長戦略事業
〔区分〕　行 … 行財政改革推進プラン２０１３事業
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